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公立大学法人秋田県立大学の業務の実績に関する評価結果



　　○評価基準は評価委員会で決定し、評価については項目別評価と全体評価により行う。

項目別評価　…　中期計画に掲げた各項目の実施状況と業務の内容を総合的に勘案し評価

する。

全体評価　　…　項目別評価の結果を踏まえ、業務の実施状況、財務状況、法人のマネジ

メントの観点から、法人の活動全体について定性的に評価する。

　　○項目別評価の評定区分と評価基準は次のとおり

区分

特に優れた実績を上げている

　計画を順調に実施しているという達成度だけでなく、特筆すべき実績が

認められるもので、評価委員会が特に認めた場合のみ評定する、いわゆる

「エクセレント」の観点からの評価 

年度計画を順調に実施している

　達成度が概ね９０％以上と認められるもの

年度計画を概ね順調に実施している 

　達成度が概ね７０％以上９０％未満と認められるもの 

年度計画を十分に達成できていない 

　達成度が７０％未満と認められるもの

業務の大幅な改善が必要と認められるもの

　評価委員会が特に認める場合

　評価基準について

Ｄ

評　　価　　基　　準

※　定量的な評価指標が設定されている場合は、上記評価基準により評価すること
　を基本とし、定性的な評価指標が設定されている場合は、上記評価基準に基づき、
　委員の協議により評価する。
　　評価の最小単位以外の評価項目については、上記基準に基づき、委員の協議に
　より評価する。

Ａ

Ｂ

Ｓ

Ｃ



 全 体 評 価

　 事業の実施状況について

　全体として計画を順調に実施していると認められる。

○特に優れた業績を上げ、高く評価できるものとして、｢教育方法・実施体制｣、｢就職支援体制｣、｢外部資金の確保｣、｢共同研究・受託研究の受入れ｣があげ

　られる。

○教育方法・実施体制・学生支援に関する具体的方策については、学生のレベルに合わせた履修モデルの設定・提示など学力格差へのきめ細やかな対応は高

　く評価される。また、英語資格試験等の結果を単位認定に反映させる制度を導入するとともに、大学院において定員未充足ではあるものの専攻の内容・定

　員等の見直しを行うなど、新たな取組が積極的になされており評価される。

○教育の成果に関する具体的方策については、就職支援のための企業訪問社数が引き続き目標を大きく上回ったことは高く評価される。また、ガイダンス等

　を通じ様々なキャリア支援の取組がなされており、その取組の成果が期待される。

○研究に関する目標を達成するための措置においては、外部資金の獲得が高い水準を維持していること、更なる外部資金の獲得に向け、学長プロジェクト研

　究費として｢外部資金応募促進研究費｣を設けたことは、高く評価される。一方、知的財産の獲得件数が目標を下回っており、今後一層の取組が望まれる。

○地域貢献に関する目標を達成するための措置においては、共同研究及び受託研究の受入件数について、前年度計画の３倍を超える目標を設定し、なお目標

　を大きく超える実績となったことは高く評価される。

　 財務状況について

　全体として計画を順調に実施していると認められる。

○自己財源確保の努力が続けられており、借入金もなく堅実な財務運営が続けられている。

○収支面では、受託事業等による外部資金の獲得が高い水準を維持しており、引き続き純利益を計上している。

　 法人のマネジメントについて

　全体として計画を順調に実施していると認められる。

○経営協議会、教育研究協議会、役員会によるガバナンスが良好に機能している。

○教員評価制度について、問題点の整理等、制度の在り方の検討が継続して行われており評価される。

 中期計画の達成状況

平成２４年度は、中期目標期間評価を行うため、同評価時に中期計画の達成状況の検証を行う。

 組織、業務運営等に係る改善事項等について

組織、業務の運営等に関し、特に改善を勧告すべき点はない。

公立大学法人秋田県立大学の業務の実績に関する全体評価調書（平成２３年度）
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評点 評点

Ⅰ 大学が行うサービスに関する目標を達成するためにとるべき措置 Ａ Ⅱ Ａ

　１　教育に関する目標を達成するための措置 Ａ 　１  運営手法に関する目標を達成するための措置 Ａ

（１）学生の受け入れに関する具体的方策 Ａ Ａ

　①　学生の受け入れに関する大学方針の周知［学士課程］ Ａ 　３　組織等の見直しに関する目標を達成するための措置 Ａ

　②　学生の受け入れのための具体的措置［学士課程］ Ａ 　４　実績に基づく評価に関する目標を達成するための措置 Ａ

　③　その他の学内措置［学士課程］ Ａ Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 Ａ

　④　大学院学生の確保と進学支援等［大学院課程］ Ｂ 　１　自己財源の確保に関する目標を達成するための措置 Ａ

（２）教育方法・実施体制・学生支援に関する具体的方策 Ａ 　２　経費の節減に関する目標を達成するための措置 Ａ

　①　教育方法・実施体制［学士課程］ Ａ 　３　資産活用に関する目標を達成するための措置 Ａ

　②　教育方法・実施体制［大学院課程］ Ａ Ⅳ Ａ

　③　学生支援 Ａ 　１　 自己点検・評価システムに関する目標を達成するための措置 Ａ

（３）教育の成果に関する具体的方策 Ａ 　２　説明責任に関する目標を達成するための措置 Ａ

　①　育成される人材［学士課程］ Ａ Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 Ａ

　②　育成される人材［博士前期課程］ Ａ Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 Ａ

　③　育成される人材［博士後期課程］ Ａ 　１　予　　算 Ａ

　④　育成した人材の行方 Ａ 　２　収支計画 Ａ

　２　研究に関する目標を達成するための措置 Ａ 　３　資金計画 Ａ

（１）研究方針に関する具体的方策 Ａ Ⅶ 短期借入金の限度額 －

　①　地域との交流の促進 Ａ Ⅷ 重要な財産の譲渡等に関する計画 －

　②　教育活動に反映可能な研究 Ａ Ⅸ 剰余金の使途 Ａ

　③　知的財産の創造と活用 Ａ Ⅹ Ａ

　④　研究資源の有効活用 Ａ 　１　施設・設備等の整備に関する計画 Ａ

　⑤　国際交流の推進 Ａ 　２　人事に関する計画 Ａ

　⑥　研究上の倫理性、安全性の確保 Ａ （１）人事計画の方針及び人員に関する指標 Ａ

（２）研究体制に関する具体的方策 Ａ 　①　人員計画 Ａ

　①　研究活動 Ａ 　②　人事に関する指標 Ａ

　②　研究費の配分、外部資金の確保等 Ａ （２）人材の確保に関する方針 Ａ

（３）研究成果と評価に関する具体的方策 Ａ

　３　地域貢献に関する目標を達成するための措置 Ａ

（１）産業振興と知的財産に関する具体的方策 Ａ

（２）教育機関に関する具体的方策 Ａ

　①　高等教育機関との連携 Ａ

　②　教育現場との連携 Ａ

（３）地域社会に関する具体的方策 Ａ

教育･研究及び組織運営に関する自己点検評価等に関する目標を達成するためにとるべき措置

地方独立行政法人法施行細則（平成16年秋田県規則第５号）で定める業務運営に関する事項

項　目　別　評　定　結　果　（　秋　田　県　立　大　学　）

評　　　　　　価　　　　　　項　　　　　　目 評　　　　　　価　　　　　　項　　　　　　目

業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

  ２ 　評価結果の業務への迅速な反映に関する目標を達成するための措置
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